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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織を圧縮する外科手術器具に用いるトルク制限機構であって、
　外科手術器具の接近させる機構と係合可能な被駆動部材であって、該被駆動部材は被駆
動表面を有する、被駆動部材と、
　該被駆動部材の該被駆動表面と係合可能な駆動表面を有し、該器具のクランピングアク
チュエータに接続されている駆動部材であって、該駆動部材の該駆動表面は、所定の係合
圧力で該被駆動部材の該被駆動表面に対して滑る、駆動部材と、
　該駆動部材によって該被駆動部材に加えられる圧力を選択的に調整するスライダを有す
るトルク制御器であって、該スライダは、ばねの複数のコイルと選択的に係合することに
より、該駆動表面に加えられる付勢力を選択的に調整するように構成されている、トルク
制御器と
　を備えている、トルク制限機構。
【請求項２】
　駆動部材は、前記被駆動部材に対して回転可能である、請求項１に記載のトルク制限機
構。
【請求項３】
　前記駆動表面は、前記被駆動表面と摩擦で係合する、請求項２に記載のトルク制限機構
。
【請求項４】
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　前記駆動表面および前記被駆動表面は、相互係合する構造を有する、請求項２に記載の
トルク制限機構。
【請求項５】
　前記駆動表面および前記被駆動表面は、相互係合する歯を有する、請求項４に記載のト
ルク制限機構。
【請求項６】
　前記相互係合する構造は、デテント機構である、請求項４に記載のトルク制限機構。
【請求項７】
　前記駆動表面と前記被駆動表面との間に少なくとも１つの可動コネクタをさらに備えて
いる、請求項６に記載のトルク制限機構。
【請求項８】
　前記駆動表面および被駆動表面のうちの少なくとも１つは、カップを含み、該駆動表面
および被駆動表面のうちのもう一方は、該カップと取り外し可能で係合可能なボールを支
持する、請求項６に記載のトルク制限機構。
【請求項９】
　前記ばねは、前記駆動部材と係合可能であり、該駆動部材は、前記被駆動部材と係合す
るように付勢されるばねである、請求項２に記載のトルク制限機構。
【請求項１０】
　前記スライダは、前記ばねの前記複数のコイルと選択的に係合するように構成されたフ
ックを含む、請求項１に記載のトルク制限機構。
【請求項１１】
　本体部分と、
　該本体部分に取り付けられる第１のクランピング部材および該第１のクランピング部材
に対して可動な第２のクランピング部材と、
　該第１のクランピング部材に対して該第２のクランピング部材を動かす接近させる機構
であって、該接近させる機構は、長手方向に可動な打込みねじであって、そこに形成され
る螺旋形溝を有する、打込みねじと、該打込みねじの周りに取り付けられる回転可能スリ
ーブとを含み、該回転可能スリーブは、該回転可能スリーブの回転が該本体部分内におい
て該打込みねじを長手方向に並進させるように該螺旋形溝の中に延びる打込みピンを含む
、接近させる機構と、
　該回転可能スリーブと係合可能なトルク制限機構であって、該トルク制限機構は、
　　該回転可能スリーブに結合された被駆動表面と、
　　該被駆動表面と係合可能な駆動表面と、
　　該被駆動表面の方に該駆動表面を付勢するように構成されたばねと、
　　該ばねの複数のコイルと選択的に係合することにより、該駆動表面に加えられる付勢
力を選択的に調整するように構成されたスライダであって、該駆動表面は、所定の係合圧
力で該被駆動表面に対して滑るように構成されている、スライダと
　を含む、トルク制限機構と
　を備えている、外科手術器具。
【請求項１２】
　前記駆動表面は、前記被駆動表面と摩擦で係合する、請求項１１に記載の外科手術器具
。
【請求項１３】
　前記駆動表面および前記被駆動表面は、相互係合する構造を有する、請求項１１に記載
の外科手術器具。
【請求項１４】
　前記駆動表面および前記被駆動表面は、相互係合する歯を有する、請求項１３に記載の
外科手術器具。
【請求項１５】
　前記相互係合する構造は、デテント機構である、請求項１３に記載の外科手術器具。
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【請求項１６】
　前記駆動表面および被駆動表面のうちの少なくとも１つは、カップを含み、該駆動表面
および被駆動表面のうちのもう一方は、該カップと取り外し可能で係合可能なボールを支
持する、請求項１５に記載の外科手術器具。
【請求項１７】
　前記スライダは、前記ばねの前記複数のコイルと選択的に係合するように構成されたフ
ックを含む、請求項１１に記載の外科手術器具。
【請求項１８】
　前記スライダは、前記本体部分に対してスライド可能に配置されており、該スライダの
並進は、前記フックが前記複数のコイルのうちの少なくとも１つと係合することを引き起
こす、請求項１７に記載の外科手術器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（背景）
　（１．技術分野）
　本開示は、組織クランピング構造を組み込んだ外科手術器具と共に用いる力制限機構に
関する。より詳細には、本開示は、外科手術ステープリング器具において用いられる組織
圧縮制限機構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　（２．関連技術の背景）
　吻合は、分離した空洞器官切開面の外科手術的結合である。典型的には、吻合処置は、
空洞組織の病気または欠陥の切開面が除去され、残りの端部切開面が結合される外科手術
の後に続く。所望の吻合処置に従って、端部切開面は、円形、端部対側部または側部対側
部の器官再建方法によって結合され得る。
【０００３】
　円形の吻合処置において、器官切開面の２つの端部は、ステープリング器具によって結
合され、ステープリング器具は、各器官切開部の端部切開面を通って円形配列のステープ
ルを駆動し、同時に駆動された円形配列のステープルの任意の組織内部の芯を抜いて、管
状の通路を空ける。空洞の器官の円形吻合を行う器具の実施例は、特許文献１、特許文献
２、特許文献３、特許文献４、特許文献５、特許文献６、特許文献７および特許文献８に
説明され、これらの各々は、その全体が参照によって本明細書に援用される。典型的には
、これらの器具は、近位端に器具を作動させるためのハンドルと、遠位端に配置されるス
テープル保持構成要素とを有する細長いシャフトを含む。アンビルヘッドが取り付けられ
たアンビルロッドを含むアンビルアセンブリは、ステープル保持構成要素に隣接して遠位
端に取り付けられる。ステープリングされるべき器官の組織の向かい合う端部分は、アン
ビルヘッドとステープル保持構成要素との間でクランプされる。クランプされた組織は、
ステープル保持構成要素からの複数のステープルを駆動することによってステープリング
され、その結果、ステープルの端部は、組織を通過し、アンビルヘッドによって変形させ
られる。
【０００４】
　使用時、ステープル保持構成要素およびアンビルアセンブリは、結合されるべき器官の
向かい合う組織切開面内に位置を決められ、接近させられて、ステープリングする位置に
向かい合う組織切開面を引き込む。このことは、向かい合う組織切開面を一緒にして圧縮
する。現在のデバイスは、器具が設定された接近状態に達するまでオペレータが組織切開
面を圧縮することに依存する。設定された接近状態に達して組織を過度に圧縮すると、組
織損傷または制限された血流は、組織壊死を引き起こし得る。組織が十分な圧縮によって
クランプされない場合、吻合接合部において出血および／または漏れのより大きい傾向が
ある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第７，３０３，１０６号明細書
【特許文献２】米国特許第６，０５３，３９０号明細書
【特許文献３】米国特許第５，５８８，５７９号明細書
【特許文献４】米国特許第５，１１９，９８３号明細書
【特許文献５】米国特許第５，００５，７４９号明細書
【特許文献６】米国特許第４，６４６，７４５号明細書
【特許文献７】米国特許第４，５７６，１６７号明細書
【特許文献８】米国特許第４，４７３，０７７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従って、過度の組織圧縮を防ぐ圧縮制限機構を有する外科手術ステープラに対するニー
ズがある。さらに、組織切開面に加えられる圧縮の量をユーザが事前選択することを可能
にするユーザ選択可能圧縮制限機構を有する外科手術ステープリング器具に対するニーズ
がある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（概要）
　外科手術器具に用いられる力またはトルク制限機構が提供される。トルク制限機構は、
概して、外科手術器具の接近させる機構と係合可能な被駆動部材であって、被駆動部材は
被駆動表面を有する、被駆動部材と、駆動部材であって、被駆動部材の被駆動表面と係合
可能な駆動表面を有する、駆動部材とを有する。駆動部材は、器具のクランピングアクチ
ュエータに接続される。駆動部材の駆動表面は、所定の係合圧力で被駆動部材の被駆動表
面に対して滑る。機構は、駆動部材によって被駆動部材に加えられる圧力を調整する部材
を有するトルク制御器を有する。
【０００８】
　ある好ましい実施形態において、駆動部材は、被駆動部材に対して回転可能である。駆
動表面は、被駆動表面を摩擦で係合し得る。ある実施形態において、駆動表面および被駆
動表面は、相互係合する構造を有する。特定の実施形態において、駆動表面および被駆動
表面は、相互係合する歯を有する。
【０００９】
　さらなる代替の実施形態において、相互係合する構造は、デテント機構である。デテン
ト機構は、駆動表面と被駆動表面との間に位置を決められる少なくとも１つの可動コネク
タを含む。より特定の実施形態において、駆動表面および被駆動表面のうちの少なくとも
１つは、カップを含み、該駆動表面および被駆動表面のうちのもう一方は、カップと取り
外し可能で係合可能なボールを支持する。
【００１０】
　開示されるトルク制限機構は、駆動部材が被駆動部材と係合するように付勢されるばね
であるように、駆動部材と係合可能なばねをさらに含む。
【００１１】
　トルク制御器が備え付けられ、トルク制御器は、付勢ばねと係合可能であり、付勢ばね
によって駆動部材に加えられる圧力の量を事前設定する。トルク制御器は、付勢ばねおよ
びスライド部材と係合可能なフックを含む。
【００１２】
　本体部分と、本体部分に取り付けられる第１のクランピング部材および第１のクランピ
ング部材に対して可動な第２のクランピング部材とを含む外科手術器具もまた提供される
。第１のクランピング部材に対して第２のクランピング部材を動かす接近させる機構が提
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供される。接近させる機構は、長手方向に可動な打込みねじであって、そこに形成される
螺旋形溝を有する、打込みねじと、打込みねじの周りに取り付けられる回転可能スリーブ
とを含む。回転可能スリーブは、回転可能スリーブの回転が本体部分内において打込みね
じを長手方向に並進させるように螺旋形溝の中に延びる打込みピンを含む。
【００１３】
　本体部分内にトルク制限機構が提供され、トルク制限機構は、制限機構の少なくとも一
部分が所定の係合圧力で回転可能スリーブに対して滑るように係合可能である。トルク制
限機構は、回転可能スリーブに付着された被駆動表面と、被駆動表面と係合可能な駆動表
面とを含む。
【００１４】
　一実施形態において、駆動表面は、被駆動表面を摩擦で係合する。代替の実施形態にお
いて、駆動表面および被駆動表面は、相互係合構造を有する。特定の実施形態において、
駆動表面および被駆動表面は、相互係合歯を有する。
【００１５】
　さらなる代替の実施形態において、相互係合構造は、デテント機構であり、駆動表面お
よび被駆動表面のうちの少なくとも１つは、カップを含み、駆動表面および被駆動表面の
うちのもう一方は、カップと取り外し可能で係合可能なボールを支持する。
【００１６】
　外科手術器具は、駆動部材と係合可能なばねをさらに含む。駆動部材は、被駆動部材と
係合するように付勢されるばねである。
【００１７】
　外科手術器具の第１のクランピング部材と第２のクランピング部材との間の組織の過剰
圧縮を防ぐ方法がさらに開示される。方法は、本体部分と、本体部分に取り付けられる第
１のクランピング部材および第１のクランピング部材に対して可動な第２のクランピング
部材とを有する外科手術器具を提供することを含む。第１のクランピング部材に対して第
２のクランピング部材を動かす接近させる機構が提供される。接近させる機構は、長手方
向に可動な打込みねじであって、そこに形成される螺旋形溝を有する、打込みねじと、打
込みのねじの周りに取り付けられる回転可能スリーブとを含む。
【００１８】
　回転可能スリーブは、回転可能スリーブの回転が本体部分内において打込みねじを長手
方向に並進させるように螺旋形溝の中に延びる打込みピンを含む。トルク制限機構が提供
され、トルク制限機構は回転可能スリーブと係合可能である。接近させるノブは、本体部
分に回転可能で取り付けられ、トルク制限機構と係合可能である。
【００１９】
　方法は、トルク制限機構の少なくとも一部分が所定の係合圧力で回転可能スリーブに対
して滑るように接近させるノブを回転させて回転可能スリーブを回転させるステップをさ
らに含む。
【００２０】
　例えば、本発明は以下の項目を提供する。
（項目１）
　組織を圧縮する外科手術器具に用いるトルク制限機構であって、
　外科手術器具の接近させる機構と係合可能な被駆動部材であって、該被駆動部材は被駆
動表面を有する、被駆動部材と、
　該被駆動部材の該被駆動表面と係合可能な駆動表面を有し、該器具のクランピングアク
チュエータに接続されている駆動部材であって、該駆動部材の該駆動表面は、所定の係合
圧力で該被駆動部材の該被駆動表面に対して滑る、駆動部材と、
　該駆動部材によって該被駆動部材に加えられる圧力を調整する部材を有するトルク制御
器と
　を備えている、トルク制限機構。
（項目２）
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　駆動部材は、上記被駆動部材に対して回転可能である、上記項目のいずれかに記載のト
ルク制限機構。
（項目３）
　上記駆動表面は、上記被駆動表面を摩擦で係合する、上記項目のいずれかに記載のトル
ク制限機構。
（項目４）
　上記駆動表面および上記被駆動表面は、相互係合する構造を有する、上記項目のいずれ
かに記載のトルク制限機構。
（項目５）
　上記駆動表面および上記被駆動表面は、相互係合する歯を有する、上記項目のいずれか
に記載のトルク制限機構。
（項目６）
　上記相互係合する構造は、デテント機構である、上記項目のいずれかに記載のトルク制
限機構。
（項目７）
　上記駆動表面と上記被駆動表面との間に少なくとも１つの可動コネクタをさらに備えて
いる、上記項目のいずれかに記載のトルク制限機構。
（項目８）
　上記駆動表面および被駆動表面のうちの少なくとも１つは、カップを含み、該駆動表面
および被駆動表面のうちのもう一方は、該カップと取り外し可能で係合可能なボールを支
持する、上記項目のいずれかに記載のトルク制限機構。
（項目９）
　上記駆動部材と係合可能なばねをさらに備え、該駆動部材は、上記被駆動部材と係合す
るように付勢されるばねである、上記項目のいずれかに記載のトルク制限機構。
（項目１０）
　上記トルク制御器の部材は、上記付勢ばねと係合する、上記項目のいずれかに記載のト
ルク制限機構。
（項目１１）
　上記トルク制御器は、上記付勢ばねおよびスライド部材と係合可能なフックを含む、上
記項目のいずれかに記載のトルク制限機構。
（項目１２）
　本体部分と、
　該本体部分に取り付けられる第１のクランピング部材および該第１のクランピング部材
に対して可動な第２のクランピング部材と、
　該第１のクランピング部材に対して該第２のクランピング部材を動かす接近させる機構
であって、該接近させる機構は、長手方向に可動な打込みねじであって、そこに形成され
る螺旋形溝を有する、打込みねじと、該打込みねじの周りに取り付けられる回転可能スリ
ーブとを含み、該回転可能スリーブは、該回転可能スリーブの回転が該本体部分内におい
て該打込みねじを長手方向に並進させるように該螺旋形溝の中に延びる打込みピンを含む
、接近させる機構と、
　該回転可能スリーブと係合可能なトルク制限機構であって、該トルク制限機構の少なく
とも一部分は所定の係合圧力で該回転可能スリーブに対して滑る、トルク制限機構と
　を備えている、外科手術器具。
（項目１３）
　上記トルク制限機構は、上記回転可能スリーブに付着された被駆動表面と、該被駆動表
面と係合可能な駆動表面とを含む、上記項目のいずれかに記載の外科手術器具。
（項目１４）
　上記駆動表面は、上記被駆動表面を摩擦で係合する、上記項目のいずれかに記載の外科
手術器具。
（項目１５）



(7) JP 6045172 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

　上記駆動表面および上記被駆動表面は、相互係合構造を有する、上記項目のいずれかに
記載の外科手術器具。
（項目１６）
　上記駆動表面および上記被駆動表面は、相互係合歯を有する、上記項目のいずれかに記
載の外科手術器具。
（項目１７）
　上記相互係合構造は、デテント機構である、上記項目のいずれかに記載の外科手術器具
。
（項目１８）
　上記駆動表面および被駆動表面のうちの少なくとも１つは、カップを含み、該駆動表面
および被駆動表面のうちのもう一方は、該カップと取り外し可能で係合可能なボールを支
持する、上記項目のいずれかに記載の外科手術器具。
（項目１９）
　上記駆動部材と係合可能なばねをさらに備え、該駆動部材は、上記被駆動部材と係合す
るように付勢されるばねである、上記項目のいずれかに記載の外科手術器具。
（項目２０）
　外科手術器具の第１のクランピング部材と第２のクランピング部材との間の組織の過剰
圧縮を防ぐ方法であって、
　外科手術器具を提供することであって、該外科手術器具は、本体部分と、該本体部分に
取り付けられる第１のクランピング部材および該第１のクランピング部材に対して可動な
第２のクランピング部材と、
　該第１のクランピング部材に対して該第２のクランピング部材を動かす接近させる機構
であって、該接近させる機構は、長手方向に可動な打込みねじであって、そこに形成され
る螺旋形溝を有する、打込みねじと、該打込みのねじの周りに取り付けられる回転可能ス
リーブとを含み、該回転可能スリーブは、該回転可能スリーブの回転が該本体部分内にお
いて該打込みねじを長手方向に並進させるように該螺旋形溝の中に延びる打込みピンと、
該回転可能スリーブと係合可能な接近させるノブとを含む、接近させる機構と、
　該回転可能スリーブと係合可能なトルク制限機構と
　を含む、外科手術器具を提供することと、
　該トルク制限機構の少なくとも一部分が所定の係合圧力で該回転可能スリーブに対して
滑るように該接近させるノブを回転させて回転可能スリーブを回転させることと
　を包含する、方法。
【００２１】
　（摘要）
　組織クランピング外科手術器具に用いられるトルク制限機構が提供される。トルク制限
機構は、概して、外科手術器具の接近させる機構と係合可能な被駆動部材であって、被駆
動部材は被駆動表面を有する、被駆動部材と、駆動部材であって、被駆動部材の被駆動表
面と係合可能な駆動表面を有する、駆動部材とを含む。駆動部材は、駆動部材の駆動表面
が、所定の係合圧力で、被駆動部材の被駆動表面に対して滑るか、または被駆動部材の被
駆動表面から係合解除されるように、被駆動部材に対して回転可能である。
【００２２】
　組織圧縮を制御するトルク制限機構を有する本開示される外科手術ステープラの様々な
実施形態は、図面を参照して本明細書に開示される。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１は、組織圧縮を制御するトルク制限機構の一実施形態を組み込む外科手術ス
テープラの斜視図である。
【図２】図２は、部品が分離されている状態の、図１の外科手術ステープラのハンドル部
分の斜視図である。
【図３】図３は、部品が分離されている状態の、図２のハンドル部分において利用される
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トルク制限機構の斜視図である。
【図４】図４は、図３のトルク制限機構の斜視図である。
【図５】図５は、摩擦プレートまたは圧力プレートが係合されている状態の、図４のトル
ク制限機構の側面図である。
【図６】図６は、摩擦プレートが互いに対して滑っている状態の、図５に類似した側面図
である。
【図７】図７は、図１の外科手術ステープラに用いられるトルク制限機構の代替の実施形
態の斜視図である。
【図８】図８は、被駆動プレートおよび駆動プレートが係合されている状態の、図７のト
ルク制限機構の側面図である。
【図９】図９は、駆動プレートおよび被駆動プレートが係合解除されている状態の、図８
に類似した図である。
【図１０】図１０は、図１の外科手術ステープラと共に用いられるトルク制限機構のさら
なる代替の実施形態の斜視図である。
【図１１】図１１は、被駆動プレートおよび駆動プレートが係合されている状態の、図１
０のトルク制限機構の側面図である。
【図１２】図１２は、駆動プレートおよび被駆動プレートが係合解除されている状態の、
図１１に類似した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　（実施形態の詳細な説明）
　組織圧縮制限機構を組み込んだ本開示される外科手術ステープリングデバイスの複数の
実施形態は、図面を参照してここで詳細に説明され、図面において、類似の数字は、いく
つかの図の各々において同一かまたは対応する要素を示す。当技術分野において一般的で
あるように、用語「近位」は、ユーザまたはオペレータ、すなわち外科医または内科医に
、より近い部分または構成要素をいい、一方、用語「遠位」は、ユーザからより遠くに離
れた部分または構成要素をいう。
【００２５】
　最初に図１を参照すると、外科手術ステープリングデバイス１０が開示される。外科手
術ステープリングデバイス１０は、円形ステープラである。外科手術ステープリングデバ
イス１０は、概してハンドルアセンブリ１２と、ハンドルアセンブリ１２から遠位に延び
る細長い本体部分１４とを含む。動作可能ヘッドアセンブリ１６は、細長い本体部分１４
の遠位端１８に取り付けられ、概して細長い本体部分１４の遠位端１８に取り付けられる
ステープルカートリッジ２０と、より詳細に以下に説明される方法でステープルカートリ
ッジ２０に対して可動なアンビルアセンブリ２２とを含む。アンビルアセンブリ２２は、
アンビルプレート２４と、アンビルプレート２４から近位に延びるアンビルシャフト２６
とを含む。可動アンビルリテイナまたは保持シャフト２８は、細長い本体部分１４の遠位
端１８から延び、アンビルシャフト２６を取り外し可能で受容するように備え付けられる
。接近させるノブ３０は、ハンドルアセンブリ１２の本体ハウジング３２に回転可能で取
り付けられ、ステープルカートリッジ２０に対してアンビルアセンブリ２２を動かして、
組織を掴み、圧縮するように動作可能である。
【００２６】
　トリガ３４は、本体ハウジング３２のトリガ延長部３６に可動で取り付けられる。トリ
ガ３４の作動は、ステープルカートリッジ２０からアンビルプレート２４の中にステープ
ル（図示されていない）を排出するように機能を果たす。トリガロック３８は、本体ハウ
ジング３２に可動で取り付けられ、トリガ３４の邪魔にならないように手動で動かされる
までトリガ３４の動きを阻止して、意図しない発射を防ぐように備え付けられる。ハンド
ルアセンブリおよび本体ハウジングは、米国特許第７，３０３，１０６号に開示されるよ
うに配置され得、この特許の開示は、その全体が参照によって本明細書により本明細書に
援用される。‘１０６特許はまた、プッシャバック１８６と、円筒形ナイフ１８８と、ス
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テープルガイド１９２とを有するアセンブリを開示する。プッシャバックは、プッシャリ
ンク７４に接続され、ステープルカートリッジから外科手術ステープルを発射する複数の
プッシャフィンガを有する。
【００２７】
　トルク制限機構４０は、本体ハウジング３２内に含まれて、ステープルカートリッジ２
０とアンビルプレート２４との間に捕獲される組織に加えられる圧縮の量を制御する。接
近させるノブ３０は、ステープルカートリッジ２０とアンビルプレート２４との間で圧縮
された組織が所定のレベルの圧縮に達した場合、接近させるノブ３０がアンビル保持シャ
フト２８との係合がなくなって滑り、それによって、組織に対するいかなるさらなる圧縮
も防ぐように、トルク制限機構４０を係合可能である。トルク制限機構４０は、以下に説
明される方法で接近させるノブ３０が滑るレベルを事前設定する、本体ハウジング３２を
通って延びるトルク制御器４２を含む。インディシアプレート４４は、トルク制御器４２
に隣接して本体ハウジング３２に取り付けられ、接近させるノブ３０の滑り点または滑り
範囲をオペレータが事前設定することを可能にする数字インディシア４６を含む。このよ
うにして、外科医の経験は、ステープルまたはクランプされる組織の種類、患者の年齢、
組織の状態または他の要因に従って器具を設定するために利用され得る。
【００２８】
　ここで図１および図２を参照すると、接近させるノブ３０（図１）の回転に応答してス
テープルカートリッジ２０に対してアンビルアセンブリ２２を動かすために、外科手術ス
テープリング器具１０は、ハンドルアセンブリ１２の本体ハウジング３２に取り付けられ
た打込みねじ４８と回転可能スリーブ５０とを含む。打込みねじ４８は、本体ハウジング
３２内において長手方向に可動であり、アンビル保持シャフト２８に接続される。打込み
ねじ４８は、打込みねじ４８の遠位端５４を通って位置を決められるピン５２を含み、打
込みねじ４８の遠位端５４は、公知の方法でアンビル保持シャフト２８に直接または間接
的に接続される。例えば、湾曲した細長い本体部分１４を通って長手方向運動を伝えるた
めに、ピン５２は、バンドの近位端（図示されていない）に接続され得、一方、バンドの
遠位端は、米国特許第７，３０３，１０６号に、より詳細に説明される方法でアンビル保
持シャフト２８に接続され得、この特許の開示は、参照によって本明細書により本明細書
に援用される。従って、本体ハウジング３２内の打込みねじ４８の長手方向の動きは、ス
テープルカートリッジ２０に対するアンビルアセンブリ２２の長手方向の動きを引き起こ
す。
【００２９】
　示されるように、本体ハウジング３２は、相補的ハーフ（ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ
　ｈａｌｖｅｓ）３２ａおよび３２ｂとして備え付けられる。シール５６は、細長い本体
部分１４を通っておよび本体ハウジング３２から通気気体および他の流体が漏れることを
防ぐために、打込みねじの遠位端５４に形成される周囲溝５８に備え付けられる。ねじス
トップ６４は、本体ハウジング３２内における打込みねじ４８の長手方向の走行を制限す
るために、打込みねじ４８の遠位端５４に備え付けられる。螺旋形溝６０は、打込みねじ
４８の近位部分６２に備え付けられ、打込みねじ４８を長手方向に動かすために回転可能
スリーブ５０によって係合される。
【００３０】
　具体的には、打込みねじ４８は、回転可能スリーブ５０内に形成されるボア６６内に位
置を決められる。拡大つば（ｅｎｌａｒｇｅｄ　ｃｏｌｌａｒ）６８は、本体ハウジング
３２内において回転可能スリーブ５０を回転可能で支持する。回転可能スリーブ５０のボ
ア６６内において長手方向に打込みねじ４８を動かすために、打込みピン７０は、拡大つ
ば６８を通って形成される穴７２を通って延び、ボア６６の中に延びる。打込みピン７０
は、打込みねじ４８の近位部分６２に形成される螺旋形溝６０内において進む。従って、
回転可能スリーブ５０が本体ハウジング３２内において回転させられると、打込みピン７
０は、螺旋形溝６２内において進み、本体ハウジング３２内において打込みねじ４８を引
きかつ／または前進させる。本明細書において上記に言及されたように、打込みねじ４８
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は、アンビルアセンブリ２２に接続される。本体ハウジング３２内における打込みねじ４
８の長手方向の動きは、ステープルカートリッジ２０に対してアンビルアセンブリ２２の
長手方向の動きを引き起こす。
【００３１】
　接近させるノブ３０が回転させられると、回転力または回転トルクは、回転可能スリー
ブ５０に加えられて、回転可能スリーブ５０を回転させ、打込みねじ４８における螺旋形
溝６０内において打込みピン７０を動かす。回転力は、長手方向または直線の力に変換さ
れ、ステープルカートリッジ２０の方にアンビルアセンブリ２２を動かし、それによって
、接近させるノブ３０の回転に応答してアンビルとステープルカートリッジとの間に捕獲
された組織を圧縮する。
【００３２】
　いかなる制御要因または制限要因もない場合、継続するトルクが回転可能スリーブ５０
に加えられると、増加する量の直線の力がアンビルアセンブリ２２に伝えられるかまたは
及ぼされ、それによって、アンビルアセンブリ２２のアンビルプレート２４とステープル
カートリッジ２０との間に捕獲された組織に増加する量の圧縮を加える。過剰圧縮または
過少圧縮を防ぐために、トルク制限機構４０が備え付けられ、回転可能スリーブ５０に加
えられるトルクの量、従ってアンビルアセンブリ２２に加えられる直線の力の量を所定の
レベルまたは調整可能レベルに制限する。
【００３３】
　ここで図２および図３を参照すると、本体ハウジング３２（図２）内において回転可能
スリーブ５０を支持する拡大つば６８は、回転可能スリーブ５０の遠位端７４に位置を決
められる。外科医が回転可能スリーブ５０を手動で回転させるために、回転可能スリーブ
５０の近位端７６は、被駆動表面８０を有する被駆動部材または被駆動ディスク７８が備
え付けられる。被駆動ディスク７８は、トルク制限機構４０の一部を形成する。上記に言
及されたように、接近させるノブ３０は、本体ハウジング３２に備え付けられ、回転可能
であり、アンビルアセンブリ２２の動きを引き起こす。示されるように、トルク制限機構
４０は、接近させるノブ３０と回転可能スリーブ５０との間に位置を決められる。アンビ
ルアセンブリ２２に加えられる直線の力従って組織圧縮の量を制御するために、トルク制
限機構４０が、備え付けられ、回転可能スリーブ５０に加えられる回転トルクの量を制限
する。
【００３４】
　図２、図３および図４を参照すると、この実施形態において、トルク制限機構４０は、
駆動表面８４を有する駆動部材または駆動ディスク８２をさらに含む。回転可能スリーブ
５０を回転させるために、駆動表面８４が、備え付けられ、被駆動ディスク７８の被駆動
表面８０を摩擦で係合する。駆動部材または駆動ディスク８２もまた、ノブ３０に取り付
けられる。駆動ディスク８２は、駆動シャフト８６に取り付けられる。駆動シャフト８６
は、駆動シャフト８６の遠位端９０に備え付けられるサポートディスク８８を含む。サポ
ートディスク８８は、回転可能スリーブ５０（図３および図４）に形成される周囲溝９２
内において回転可能で支持される。駆動シャフト８６の近位端９４は、接近させるノブ３
０に付着される。具体的には、駆動シャフト８６の近位端９４は、接近させるノブ３０に
形成される穴９６内に固定される。従って、接近させるノブ３０が回転させられると、ト
ルク制限機構４０の駆動ディスク８２は、回転可能スリーブ５０に備え付けられるトルク
制限機構４０の被駆動ディスク７８を摩擦で係合し、回転させる。
【００３５】
　トルク制限機構４０は、付勢ばね９８をさらに含み、付勢ばね９８は、駆動ディスク８
２を付勢して被駆動ディスク７８を摩擦係合するために接近させるノブ３０と駆動ディス
ク８２との間に備え付けられる。駆動シャフト８６は、駆動ディスク８２における穴１０
０を通って延びる。具体的には示されていないが、駆動ディスク８２は、（ピンなどで）
締められるかまたはさもなければ駆動シャフト８６に取り付けられ、その結果、駆動ディ
スク８２は、被駆動ディスク７８から係合解除されるかまたは被駆動ディスク７８に対し
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て滑らされるために、駆動シャフト８６と共に回転し、駆動シャフト８６に沿って長手方
向に自由に動く。
【００３６】
　本明細書において上記に言及されたように、トルク制御器４２（図１および図２）は、
ステープルカートリッジ２０とアンビルアセンブリ２２との間の組織に加えられる圧縮力
の量を調整可能で制御するために、本体ハウジング３２に備え付けられる。さしあたり図
２を参照すると、トルク制御器４２は、スライド１０２を含み、スライド１０２は、手で
把持可能で、本体ハウジング３２外に延び得、インディシアプレート４４に隣接して位置
を定められ得る。部材またはフック１０４は、スライド１０２から延び、付勢ばね９８の
、例えばコイル１０６、１０８などのコイルを係合して、駆動ディスク８２に加えられる
ばね圧力の量を調整する。トルク制御器４２は、駆動部材によって被駆動部材に加えられ
る圧力を調整する。この方法で、トルク制御器４２は、駆動部材または駆動ディスク８２
によって被駆動部材または被駆動ディスク７８に加えられる圧力の最大量を事前設定する
ことが可能である。これは、回転可能スリーブ５０に加えられるトルクの最大量、従って
ステープルカートリッジ２０とアンビルアセンブリ２２との間に捕獲された組織に加えら
れる圧縮力の最大量を事前設定する。
【００３７】
　トルク制限機構４０が駆動ディスク８２を被駆動ディスク７８と係合するように付勢す
る付勢ばね９８を含むが、トルク制限機構４０が付勢ばね９８を省略し得ることは注意さ
れるべきである。この構成において、被駆動ディスク７８の被駆動表面８０および駆動デ
ィスク８２の駆動表面８４は、所定のトルク限界において被駆動ディスク７８に対して駆
動ディスク８２が滑るように、所定の摩擦係数を有して製造され得る。
【００３８】
　ここで図１、図２、図５および図６を参照すると、回転可能スリーブ５０に加えられる
回転力またはトルクの量を制限するトルク制限機構４０の使用法がここで説明される。最
初に図１および図２を参照すると、トルク制御器４２は、フック１０４が所望の量のプレ
ロード圧力を付勢ばね９８に加えるように調整される。これは、スライド１０２がインデ
ィシアプレート４４上の適切な数字インディシア４６と整列するまで、インディシアプレ
ート４４に対する滑りスライド１０２によって達成される。その後接近させるノブ３０は
、矢印Ａ（図５）の方向に回転させられて、ステープルカートリッジ２０の方にアンビル
アセンブリ２２を引き、それによって、第１の組織切開面Ｔ１および第２の組織切開面Ｔ
２を圧縮して一緒にし、組織切開面をステープルされる位置にもっていく。
【００３９】
　特に図５を参照すると、矢印Ａの方向への接近させるノブ３０の回転は、矢印Ｂの方向
に駆動ディスク８２を回転させる。駆動ディスク８２の被駆動ディスク７０との摩擦係合
は、矢印Ｃの方向に被駆動ディスク７８を回転させ、それによって、回転可能スリーブ５
０を回転させて、上記に説明されたように組織切開部を圧縮する。
【００４０】
　ここで図６を参照すると、接近させるノブ３０が回転させられ続けると、第１の組織切
開面Ｔ１および第２の組織切開面Ｔ２の増加する圧縮は、打込みねじ４８を通過する増加
する量の直線の力、従って回転可能スリーブ５０によって必要とされる増加する量の回転
トルクを必要とする。付勢ばね９８によって加えられトルク制御器４２によって制御され
る所定の量の圧力において、被駆動ディスク７８と駆動ディスク８２との間の摩擦力は、
打ち負かされ、駆動ディスク８２が被駆動ディスク７８に対して滑ることを可能にする。
駆動ディスク８２が被駆動ディスク７８に対して滑ると、さらなる増加する量のトルクは
回転可能スリーブ５０に加えられないで、従ってさらなる増加する量の直線の力は打込み
ねじ４８を介してアンビルアセンブリ２２に伝えられない。この方法で、トルク制限機構
４０は、アンビルアセンブリ２２とステープルカートリッジ２０との間で捕獲された組織
の過剰圧縮を防ぐ。
【００４１】
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　ここで図７～図９を参照すると、最初に図７に関して、本明細書において上記に説明さ
れた外科手術ステープリングデバイス１０と共に用いるトルク制限機構１１０の代替の実
施形態が開示される。上記に説明されたトルク制限機構４０と同様に、トルク制限機構１
１０は、概して回転可能スリーブ５０の近位端７６に備え付けられる被駆動部材または被
駆動ディスク１１２と、駆動シャフト１１６に沿って長手方向に動くように取り付けられ
る駆動部材または駆動ディスク１１４とを含む。付勢ばね１１８は、駆動シャフト１１６
の周りに備え付けられ、駆動ディスク１１４を付勢して、被駆動ディスク１１２を係合す
る。本明細書において上記に説明された駆動ディスク８２と同様に、駆動ディスク１１４
は、駆動シャフト１１６に沿って回転して動くように取り付けられ、付勢ばね１１８の付
勢に対抗して駆動シャフト１１６に沿って長手方向に自由に動く。
【００４２】
　サポートディスク１２０は、駆動シャフト１１６の遠位端１２２に備え付けられ、回転
可能スリーブ５０における周囲溝９２内において回転可能で支持される。駆動シャフト１
１６の近位端１２４は、接近させるノブ３０における穴９６内に付着される。従って、接
近させるノブ３０の回転は、駆動シャフト１１６および従って駆動ディスク１１４を回転
させる。この実施形態において、被駆動ディスク１１２は、複数の爪または被駆動歯１２
６が備え付けられ、複数の爪または被駆動歯１２６は、駆動ディスク１１４に形成される
複数の対応する爪または駆動ディスク歯１２８と機械的に相互係合可能（ｉｎｔｅｒｅｎ
ｇａｇｅａｂｌｅ）である。被駆動ディスク歯１２６は、被駆動ディスク１１２に被駆動
表面１３０を形成し、駆動ディスク歯１２８は、駆動ディスク１１４に駆動表面１３２を
形成する。
【００４３】
　ここで図８および図９を参照すると、使用時、付勢ばね１１８は、駆動ディスク１１４
を付勢して、被駆動ディスク１１２を係合する。具体的には、付勢ばね１１８は、駆動歯
１２８を含む駆動表面１３２を付勢して、被駆動歯１２６を含む被駆動表面１３０を係合
する。本明細書において上記に説明される方法と同一の方法で、トルク制御器４２は、付
勢ばね１１８によって駆動ディスク１１４に加えられる力の最大量を調整するために操作
される。接近させるノブ３０が回転させられると、駆動ディスク１１４上の駆動歯１２８
は、被駆動ディスク１１２上の被駆動歯１２６と相互係合され、それによって回転可能ス
リーブ５０を回転させる。本明細書において上記にさらに言及されたように、回転可能ス
リーブ５０の回転は、ステープルカートリッジ２０に対するアンビルアセンブリ２２の長
手方向の動きを引き起こし、それによって、組織を圧縮する。
【００４４】
　図９を特に参照すると、回転可能スリーブ５０が回転させられると、組織間に存在する
圧縮力により回転可能スリーブ５０を回転させ続けるのに増加する量の力が必要とされる
。接近させるノブ３０の継続する回転は、必要とするトルクの量が付勢ばね１１８によっ
て駆動ディスク１１４に加えられる圧力を超えるなどの時間まで回転可能スリーブ５０に
トルクを加え続ける。この時点で、駆動ディスク１１４は、駆動ディスク１１２に対して
「滑り」、付勢ばね１１８の付勢に対抗して矢印Ｄの方向に近位に動く。具体的には、駆
動ディスク１１４上の駆動歯１２８は、被駆動ディスク１１２上の被駆動歯１２６に対し
て滑るかまたは被駆動ディスク１１２上の被駆動歯１２６から係合解除され、それによっ
て、回転可能スリーブ５０に増加したトルクをさらに加えることを防ぐ。この方法で、ト
ルク制限機構１１０は、アンビルアセンブリ２２とステープルカートリッジ２０との間に
捕獲された組織の過剰圧縮を防ぐ。
【００４５】
　ここで図１０～図１２を参照すると、最初に図１０に関して、外科手術ステープリング
デバイス１０と共に用いるトルク制限機構１４０のさらなる代替の実施形態が開示される
。上記に説明されたトルク制限機構４０と同様に、トルク制限機構１４０は、概して回転
可能スリーブ５０の近位端７６に備え付けられる被駆動部材または被駆動ディスク１４２
と、駆動シャフト１４６に沿って長手方向に動くように取り付けられる円錐形駆動部材ま
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たは円錐形駆動ディスク１４４とを含む。付勢ばね１４８は、駆動シャフト１４６の周り
に備え付けられ、駆動ディスク１４４を付勢して、被駆動ディスク１４２を係合する。本
明細書において上記に説明された駆動ディスク８２と同様に、駆動ディスク１４４は、駆
動シャフト１４６に沿って回転して動くように取り付けられ、付勢ばね１４８の付勢に対
抗して駆動シャフト１４６に沿って長手方向に自由に動く。
【００４６】
　サポートディスク１５０は、駆動シャフト１４６の遠位端１５２に備え付けられ、回転
可能スリーブ５０における周囲溝９２内において回転可能で支持される。駆動シャフト１
４６の近位端１５４は、接近させるノブ３０における穴９６内に付着される。従って、接
近させるノブ３０の回転は、駆動シャフト１４６および従って駆動ディスク１４４を回転
させる。この実施形態において、被駆動ディスク１４２は被駆動ディスク表面１５６を含
み、駆動ディスク１４４は駆動ディスク表面１５８を含む。少なくとも１つの解除可能コ
ネクタ１６０は、被駆動ディスク表面１５６と駆動ディスク表面１５８との間に備え付け
られる。事前設定量のトルクが回転可能スリーブ５０に加えられると、解除可能コネクタ
１６０は、被駆動表面１５６および／または駆動ディスク表面１５８に対して滑る。
【００４７】
　この特定の実施形態において、解除可能コネクタ１６０は、複数の接続ボール１６２の
形式である。被駆動ディスク１４２の被駆動ディスク表面１５６は複数の被駆動ディスク
カップ１６４を含み、駆動ディスク１４４の駆動ディスク表面１５８は複数の対応する駆
動ディスクカップ１６６を含む。接続ボール１６２は、被駆動ディスクカップ１６４と駆
動ディスクカップ１６６との間で可動で支持される。接続ボール１６２は、駆動ディスク
１４４上の付勢ばね１４８の付勢圧力によって、駆動ディスクカップ１６４と被駆動ディ
スクカップ１６６との間で維持される。
【００４８】
　ここで図１１および図１２を参照すると、使用時、接近させるノブ３０は、駆動ディス
ク１４４が接続ボール１６２を介して被駆動ディスク１４２を回転させるように回転させ
られる。被駆動ディスク１４２の回転は、対応して回転可能スリーブ５０を回転させ、そ
れによって、アンビルアセンブリ２２とステープルカートリッジ２０との間で長手方向の
動きを引き起こす（図１）。アンビルアセンブリ２２がステープルカートリッジ２０の方
に動き、アンビルアセンブリ２２とステープルカートリッジ２０との間にある組織を圧縮
すると、増加する量の回転力またはトルクが、回転可能スリーブ５０に加えられるのに必
要とされる。
【００４９】
　図１２に最も良く示されるように、回転可能スリーブ５０の回転を継続するために、増
加する量の回転力が、接近させるノブ３０に加えられるのに必要とされる。回転可能スリ
ーブ５０の回転を継続するのに必要とする力がトルク制御器４２によって事前設定された
力を超えた場合、駆動ディスク１４４は、付勢ばね１４８の付勢に対応して近位に動く。
このことは、接続ボール１６２を駆動ディスクカップ１６６から出すように切り開くか（
ｓｌｉｔ）または「ひょいと出し（ｐｏｐ）」、それによって、被駆動ディスク１４２に
加えられるいかなるさらなる回転力も除去する。あるいは、具体的に示されていないが、
接続ボール１６２は、駆動ディスク１４４において駆動ディスクカップ１６６内にしっか
りと付着され得、その結果、駆動ディスク１４４が付勢ばね１４０の圧力に対抗して近位
に動くと、解除可能接続ボール１６２は、被駆動ディスク１４２において被駆動ディスク
カップ１６４から出るように切り開くかまたはひょいと出る。この方法で、トルク制限機
構１４０は、外科手術ステープリングデバイス１０のアンビルアセンブリ２２とステープ
ルカートリッジ２０との間で捕獲された組織の過剰圧縮を防ぐ。
【００５０】
　本開示のさらなる実施形態において、本体ハウジングおよびハンドルアセンブリは、電
動アクチュエータを組み込み得、電源に接続されるかまたは本体ハウジングおよびハンド
ルアセンブリ内に電源を組み込み得る。動力、電動のデバイスの実施例は、国際公開第Ｗ



(14) JP 6045172 B2 2016.12.14

10

20

30

Ｏ０９／０３９５０６号および米国特許第７，０３２，７９８号に開示され、これらの開
示は、その全体が参照によって本明細書により本明細書に援用される。上記に考察された
手動動力デバイスは、ハンドルの旋回運動をアンビル保持シャフトの直線運動に変換する
。電動デバイスは、回転運動を生成し得、回転運動は次いで、組織をクランプし、ステー
プルを発射し、かつ／または組織を切断するために直線運動に変換される。
【００５１】
　本明細書に開示される実施形態に様々な修正がなされ得ることは理解される。例えば、
複数摩擦プレート、磁気係合機構など代替の切断機構が備え付けられ得る。さらに、開示
されるトルク制限機構は、組織圧縮構造を組み込む任意の外科手術器具において用途を見
出し得る。さらに、開示されるトルク制限機構は、外科手術器具に用いるために異なる範
囲の係合圧力を有するモジュラーおよび交換可能な構成要素として備え付けられ得る。そ
の上、ハンドルアセンブリからデバイスの遠位端に延びる細長いシャフトを有する１つ以
上の取り外し可能アダプタが用いられ得る。そのようなアダプタは、可撓性のシャフト、
湾曲した形状または他の形状を有し得、様々なエンドエフェクタに接続するように設計さ
れ得る。そのようなアダプタはまた、手動駆動のハンドルアセンブリ、電動アクチュエー
タ、またはその両方に接続されるように設計され得る。アダプタは、米国特許第７，９２
２，０６３号に開示され、その開示は、その全体が参照によって本明細書により本明細書
に援用される。従って、上記の説明は、限定することとして解釈されるべきではなく、単
に特定の実施形態の例証として解釈されるべきである。当業者は、本明細書に添付される
特許請求の範囲および精神内において他の修正形態を想定する。
【符号の説明】
【００５２】
　１０　外科手術ステープリングデバイス
　１２　ハンドルアセンブリ
　１４　本体部分
　１６　ヘッドアセンブリ
　１８　遠位端
　２０　ステープルカートリッジ
　２２　アンビルアセンブリ
　２４　アンビルプレート
　２６　アンビルシャフト
　３０　接近させるノブ
　３２　本体ハウジング
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